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平成２３年４月４日 

各 位 

会 社 名 前田金属工業株式会社 

 代表者名  取締役社長 佐藤憲史 

（コード  ５９６７  大証第二部） 

 問合せ先  管理部部長  井上昌良 

 （TEL０６－６９７６－５５６１） 

 

 

資本業務提携に伴う第三者割当による自己株式の処分に関するお知らせ 
 

 

当社は、平成 23 年 4月 4日開催の取締役会において、以下のとおり、第三者割当による自己株式の処分を行うことにつ

いて決議しましたので、お知らせいたします。 

 

 

１．処分要領 

【自己株式処分に係る募集の場合】 

（１） 処 分 期 日 平成23年4月22日（金） 

（２） 処 分 株 式 数 普通株式 400,000株 

（３） 処 分 価 額 １株につき178円 

（４） 資 金 調 達 の 額 71,200,000円 

（５） 処 分 方 法 第三者割当による処分 

（６） 処 分 先 株式会社マキタ 

（７） そ の 他 該当事項はありません。 

 

２．処分の目的及び理由 

  当社グループは、平成23年4月4日付で株式会社マキタ（東証・名証 １部上場、証券コード6586）との資本業務提

携に関するお知らせを公表いたしましたが、当該自己株式の処分は、この資本業務提携に伴うものであります。 

 

３．調達する資金の額，使途及び支出予定時期 

（１）調達する資金の額（差引手取概算額） 

払 込 金 額 の 総 額  71,200,000円 

 

（２）調達する資金の具体的な使途 

    上記差引手取概算額 71,200,000 円につきましては、組立部門、物流部門の強化を図るため新規工場建設を予定して

おり、この資金を設備資金の一部として充当する予定であります。 

 

（３）調達する資金の支出予定時期 

   具体的な支出時期は、平成23年9月頃を予定しております。支出実行までの資金管理につきましては、当社預金口

座にて管理を行います。 
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４．資金使途の合理性に関する考え方 

  当該自己株式処分により調達する資金は、新工場建設の設備投資資金の一部に充当する予定であります。 

 当該投資により、製品の安定供給が可能となり、当社の競争力強化と事業の発展に資するものであり、当該資金使途に

は合理性があると判断しております。 

 

５．処分条件等の合理性 

（１）払込金額の算定根拠及びその具体的内容 

   当該自己株式の処分価額につきましては、当社が株式会社マキタとの間で締結した、資本業務提携に関する契約に

基づくものであり、両社で協議した結果、互いに不利益がないと思われる価額として決定いたしました。 

   払込金額の算定根拠は、平成 23 年 1 月 4 日から平成 23 年 4 月 1 日（当該自己株式処分に関する取締役会決議の直

前取引日）までの直近 3 ヶ月間の大阪証券取引所における当社株式の終値の平均値である 178 円（円未満四捨五入）

といたしました。 

 当該自己株式の処分価額（178 円）につきましては、処分決議日の直前取引日（平成 23 年 4 月 1 日）における当社

株式の終値（173円）とのプレミアム率が2.9％、直前1ヶ月間（平成23年 3月 4日から平成23年 4月 1日まで）に

おける当社株式の終値の平均値（166 円）とのプレミアム率が 7.2％、直前 6 ヶ月間（平成 22 年 10 月 4 日から平成

23 年 4 月 1 日まで）における当社株式の終値の平均値（170 円）とのプレミアム率が 4.7％となっており、いずれの

期間においても、処分価額である178円が特に有利な処分価額に該当しないものと判断しております。 

また、当社は、上記処分価額の算定根拠につきましては、日本証券業協会の「第三者割当増資の取扱いに関する指

針」に準拠するものと考えております。 

なお、上記処分価格の適法性につきましては、当社の監査役全員から有利発行に該当せず適法である旨の意見を得

ております。 

 

（２）処分数量及び株式の希薄化の規模が合理的であると判断した根拠 

   今回の処分数量 400,000 株は、当社発行株式総数（11,713,000 株）に対し 3.42％（平成 22 年 11 月 30 日時点の総

議決権数 9,727 個に対する割合は 4.11％）であるため、株式の希薄化および流通市場への影響は軽微であると考えて

おります。また、割当先との関係強化を図ることとなり、当社の企業価値向上に資するものと考えております。従い

まして、処分数量及び株式の希薄化の規模は合理的であると判断しております。 

 

６．処分先の選定理由等 

（１）処分先の概要 

（１） 名 称 株式会社マキタ 

（２） 所 在 地 愛知県安城市住吉町3丁目11番8号 

（３） 代表者の役職・氏名 取締役社長 後藤昌彦 

（４） 事 業 内 容 電動工具、木工機械、空気動工具、家庭用・園芸用機器等の製造・販売 

（５） 資 本 金 24,206百万円 

（６） 設 立 年 月 日 昭和13年12月10日 

（７） 発 行 済 株 式 数 140,008,760株 

（８） 決 算 期 3月31日 

（９） 従 業 員 数 10,328名（連結） 

（10） 主 要 取 引 先 各分野にて営業を展開しており多数の取引先を有しております。 

（11） 主 要 取 引 銀 行 三菱東京ＵＦＪ銀行、三井住友銀行 

（12） 大株主及び持株比率 日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口）           5.85％ 
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平成 22 年 3月 31 日現在 日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口）         4.86％ 

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行                     3.01％ 

日本生命保険相互会社                        2.87％ 

（13） 当 事 会 社 間 の 関 係  

 

 

 

資 本 関 係 
当該会社は当社普通株式400,000株（発行済株式総数の3.42％）を保有しており

ます。 

 

 

 

人 的 関 係 

当社と当該会社との間には，記載すべき人的関係はありません。また，当社の関係

者及び関係会社と当該会社の関係者及び関係会社の間には，特筆すべき人的関係は

ありません。 

 

 
取 引 関 係 該当事項はありません。 

 

 

 

関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 

当該会社は，当社の関連当事者には該当しません。また，当該会社の関係者及び関

係会社は，当社の関連当事者には該当しません。 

（14） 最近３年間の経営成績及び財政状態（米国会計基準） 

決算期 平成20年3月期 平成21年3月期 平成22年3月期 

 連 結 株 主 資 本 316,498 283,485 297,207 

 連 結 総 資 産 386,467 336,644 349,839 

 １株当たり連結株主資本(円) 2,201.36 2,057.76 2,157.42 

 連 結 売 上 高 342,577 294,034 245,823 

 連 結 営 業 利 益 67,031 50,075 30,390 

 連結税金等調整前当期純利益 66,237 44,443 33,518 

 連 結 当 期 純 利 益 46,043 33,286 22,258 

 １株当たり連結当期純利益(円) 320.30 236.88 161.57 

 １ 株 当 た り 配当金(円) 97.00 80.00 52.00 

（単位：百万円。特記しているものを除く。） 

※ 株式会社マキタは、東京証券取引所、名古屋証券取引所に上場しております。 

なお，当社は、処分先、当該処分先の役員又は主要株主（主な出資者）が暴力団等とは一切関係がないことを確認

しております。 

 

（２）処分先を選定した理由 

   「２．処分の目的及び理由」をご参照ください。 

（３）処分先の保有方針 

   「２．処分の目的及び理由」に記載しておりますとおり、業務提携に関する契約に基づくものであり、処分先であ

る株式会社マキタからは、長期保有する方針であると確認しております。 

   なお、当社は、処分先である株式会社マキタとの間におきまして、払込期日から 2 年間において、処分先が本自己

株式処分により取得した当社普通株式の全部又は一部を譲渡した場合には、直ちに譲渡を受けた者の氏名または名称

及び住所、譲渡株式数、譲渡日、譲渡価額、譲渡の理由、譲渡の方法等所定の内容を書面に記載のうえ当社に報告し、

当該報告に基づく報告を当社が株式会社大阪証券取引所に行い、当該内容が公衆の縦覧に供されることに同意するこ

とについて確約の内諾を受けております。 
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（４）処分先の払込みに要する財産の存在について確認した内容 

   当社は、処分先である株式会社マキタの直近決算日（平成22年3月31日）及び直近第3四半期末（平成22年12 

月 31日）において、払込みに必要かつ十分な現預金を保有していることを同社の有価証券報告書、決算短信等により

確認しております。 

 

７．処分後の大株主及び持株比率 

処分前（平成22年11月30日現在） 処 分 後 

日本生命保険相互会社 5.63％ 株式会社マキタ 6.83％ 

原田 稔 4.78％ 日本生命保険相互会社 5.63％ 

前田機工株式会社 4.39％ 原田 稔 4.78％ 

前田 英治 4.27％ 前田機工株式会社 4.39％ 

共栄火災海上保険株式会社 3.59％ 前田 英治 4.27％ 

株式会社マキタ 3.42％ 共栄火災海上保険株式会社 3.59％ 

株式会社りそな銀行 3.24％ 株式会社りそな銀行 3.24％ 

株式会社近畿大阪銀行 3.24％ 株式会社近畿大阪銀行 3.24％ 

株式会社北陸銀行 3.24％ 株式会社北陸銀行 3.24％ 

屋敷 高夫 2.86％ 屋敷 高夫 2.86％ 

（注）１．処分前（平成22年11月30日現在）に、当社は自己株式1,927千株16.45％を保有しておりますが、上記の大 

株主から除いております。 

   ２．処分後の大株主及び持株比率については、平成22年11月30日現在の株主名簿を基準として本件自己株式の処 

分による増減株式数を考慮したものであります。 

 

８．今後の見通し 

  当期業績予想への影響は軽微であると考えますが、処分先との関係がより一層強化されることにより、中長期的な競

争力の強化、事業の発展につながるものと期待しております。 

 

（企業行動規範上の手続きに関する事項） 

本件第三者割当は，① 希釈化率が 25％未満であること，② 支配株主の異動を伴うものではないことから，大阪証券

取引所の定める企業行動規範に関する規則第２条に定める独立第三者からの意見入手及び株主の意思確認手続きは要し

ません。 

 

９．最近３年間の業績及びエクイティ・ファイナンスの状況 

（１）最近３年間の業績（連結） 

 平成20年5月期 平成21年5月期 平成22年5月期 

連結売上高 4,778百万円 3,919百万円 3,152百万円 

連結営業利益 689百万円 440百万円 80百万円 

連結経常利益 799百万円 268百万円 102百万円 

連結当期純利益又は連結当期純損失（△） 330百万円 △86百万円 △228百万円 

１株当たり連結当期純利益又は１株当たり連

結当期純損失（△） 
33.70円 △8.78円 △23.38円 

１株当たり配当金 18.00円 9.00円 5.00円 
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１株当たり連結純資産 191.06円 149.53円 151.13円 

 

（２）現時点における発行済株式数及び潜在株式数の状況（平成22年11月30日現在） 

 株 式 数 発行済株式数に対する比率 

発行済株式数 11,713,000株 100％ 

現時点の転換価額（行使価額）におけ

る潜在株式数 
－株 －％ 

下限値の転換価額（行使価額）におけ

る潜在株式数 
－株 －％ 

上限値の転換価額（行使価額）におけ

る潜在株式数 
－株 －％ 

 

（３）最近の株価の状況 

① 最近３年間の状況 

 平成20年5月期 平成21年5月期 平成22年5月期 

始  値 493円 385円 220円 

高  値 515円 390円 296円 

安  値 370円 181円 157円 

終  値 396円 220円 165円 

 

② 最近６か月間の状況 

 10月 11月 12月 1月 2月 3月 

始  値 163円 159円 159円 170円 187円 190円 

高  値 166円 169円 171円 190円 194円 194円 

安  値 150円 151円 159円 167円 179円 131円 

終  値 158円 169円 165円 183円 191円 170円 

 

③ 処分決議日前営業日における株価 

 平成23年4月1日 

始  値 173円 

高  値 173円 

安  値 173円 

終  値 173円 

 

（４）最近３年間のエクイティ・ファイナンスの状況 

  該当事項はありません。 
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11．処分要項 

（１） 処分株式数 普通株式 400,000株 

（２） 処分価額 １株につき178円 

（３） 処分価額の総額 71,200,000円 

（４） 処分方法 第三者割当による処分 

（５） 処分期日 平成23年4月22日 

（６） 処分先 株式会社マキタ 

（７） 処分後の自己株式数 1,527,060株 

（上記処分後の自己株式数は、平成22年11月30日現在の自己株式数を基準としております。） 

 

以 上 

 

 


